【別紙・例】
　○○市（町村）長　殿
　（○○市（町村）議会議長　殿）
新農地制度の施行に伴う農業委員会の体制整備等のお願い
　今通常国会で成立した農地法等改正法は１２月までに施行されることになっております。
　同法案は、わが国の食料供給（自給）力を強化するため、その基礎的な資源である農地等を確保し効率的な利用を促進するため、転用規制を厳格化するとともに、貸借規制の緩和によって、幅広く農業参入を認めようというものです。
　こうした改正に伴い、農業委員会の担う許認可等の業務と役割が質量ともに増大します。新しい農地制度が、全国一律に農業・農村現場で透明性、公正・公平性をもって運用され、改正法の目的を達成するためには、現場で制度を担う農業委員会の活動に対する支援と体制整備が極めて重要となっております。
　こうしたことを踏まえ、平成２２年度農林水産予算概算要求において、農業委員会組織の活動を支援する事業が重点事項として盛り込まれるとともに、地方交付税交付金のうち農業委員会の職員給与費の基準財政需要額について、現行の３人から５人への増額が要求されております。
　つきましては、貴市（町村）において、改正農地法等新たな農地制度の施行に向け、制度が適正かつ円滑に運用されるよう、新たに措置される農業委員会の活動予算の確保ならびに農地の制度・実務に精通した職員の確保・増員など事務局体制の整備・強化にご尽力を賜りますようお願い申し上げます。
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